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はじめに 
資本的支出と修繕費の区分については、かねてから問題となっている論点の一つである。 
固定資産はその事業供用中に、これに係る維持費、補修費、改良費、増設費など様々な性格の支出
が行われる。このうち、本来の機能の維持及び原状回復を目的とする維持費や補修費などは、修繕費
として支出事業年度の損金の額に算入されるが、その経済的な価値又は耐久性を増加させる性質を有
する改良費や増設費などは、資本的支出として扱われる。資本的支出は新たな資産の取得として扱わ
れ（法令 55①）、減価償却を通じた費用配分により各事業年度に損金算入が行われる。 
両者の区分については、政令に定める意義及び通達における各種例示等を中心に判断が行われ、法
定耐用年数の算定にあたっても、両者の区分を設けたうえで算定されていることから、これを判断材
料とする場合もある。しかし、実際の支出は様々な性格を有するため、区分判断に迷うことも少なく
ないことから、「税務調査でも、資本的支出と修繕費の区分の問題及び交際費等とその他の費用との
問題は、従前から二大重要調査事項にもなっている1。」ため、一の支出についていずれに該当するか
という事実認定が問題となっている。また、「ある支出が資本的支出になるのかあるいは修繕費とな
るのかということは、企業にとって極めて重要な事項の一つである。なぜなら、修繕費であれば、全
額その年度の損金となるが、資本的支出として認定されれば、たとえ最終的には減価償却費として、
後の年度に損金として認められても、損金算入の時期が遅れてしまうからである2。」という意見もあ
り、企業会計原則における保守主義の原則（企業会計原則第 1⑥）の観点からも、減価償却の方法に
おける定率法など、できるだけ費用化を早期に行おうとする点を考慮すると、支出した金額がいずれ
かに区分されるかという問題は重要な事項であると考えられる。 
そのため、これら資本的支出と修繕費の区分に係る事実認定の問題について、いかなる方法により
その解決を図ることができるかについて検討していきたいと思う。 
 本稿は、資本的支出と修繕費の概要、その沿革及び実際に両者の区分に係る事実認定について争わ
                                                          
1 宮野清「特集 今しておきたい資本的支出・修繕費の再点検―資本的支出・修繕費の区分と問題点」『税務弘報』
第 50 巻第 7 号（中央経済社 2002 年）16 頁。 
2 小池和彰「資本的支出と修繕費」『経済経営論叢』第 35 巻第 3・4 号（京都産業大学 2000 年）260 頁。 
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れた裁決例について確認したのち、両者の区分等に係る問題について検討し、最後にまとめを述べる
ものとする。 
 
I. 概要 
 資本的支出の意義 １.
資本的支出という言葉は、もともと複会計制度3における資本的資産の取得を意味する用語として使わ
れており、この制度における資本的支出は、「およそ資産の取得を含む費用支出で、期間費用として処理
することを適当としない金額がすべて包摂されることになろう4。」と考えられている。また、その発生
源泉に従って明瞭に分類し、各収益項目とそれに関連する費用項目とを損益計算書に対応表示しなけれ
ばならない（企業会計原則第 2①）とする費用収益対応の原則の内容を踏まえると、資本的支出は支出事
業年度のみの収益と対応させずに、翌期以降の収益とも対応させるべき性質の支出であると考えられる。 
これに対し、「税法上の資本的支出は、専ら修繕費との区分を考えて規定されている概念であるた
め、文理的にもともと新たな資産の取得に当たるような量的支出のことは考えていないようであるし、
その意味において、会計上のそれよりもかなり狭い質的支出としての規定のしかたになっているとい
うことができる5」ものであり、量的支出については資産の取得とし、質的支出の性質を有するものを
資本的支出として捉えている。ただし、平成 19 年度の税制改正により、資本的支出は新たな資産を
取得したものとして扱われることとなっている。 
資本的支出の意義は、法人税法施行令第 132 条に定められており、ここでは、その有する固定資産
について支出する金額で、使用可能期間の延長及び価値の増加をもたらす性質を有するものについて
は、その支出する日の属する事業年度の損金の額に算入しない旨を定めている（法令 132）。 
この使用可能期間とは、「個別耐用年数が定められているものについては、その年数、個別耐用年
数が定められていない資産については、通常の使用可能期間をいうものとされている6」ものであり、
価値を増加させる金額とは、固定資産に対する支出により、その固定資産の価値を増加させた場合の、
その増加部分をいうものである。これらの金額は、次の算式①及び②により求められる（旧法基通 233
及び 234）。 
算式① 
支出金額 ×
支出後の使用可能期間
−支出直前の使用可能期間
支出後の使用可能期間
＝使用可能期間の延長に対応する部分の金額 
                                                          
3 山本氏は同制度について、「全ての収入及び支出を資本的収入及び資本的支出と、収益的収入及び収益的支出と
に区分し、前者を資本勘定に記入し、営業活動を示す一般の貸借対照表と区分する」（山本守之『体系法人税法』
平成 28 年度版（税務経理協会 2016 年）583 頁。）ものであると述べている。 
4 山本、前掲書（註 3）583 頁。 
5 小原一博編著『法人税基本通達逐条解説』八訂版（税務研究会 2016 年）627 頁。 
6 山本、前掲書（註 3）584 頁。 
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算式② 
支出直後の価額－通常の管理・維持をした場合に予測される支出時の価額 
＝価値の増加に対応する部分の金額 
ただし、「現実的には、固定資産について修理、改良等のために支出した金額を、その支出の結果
として固定資産に及ぼす影響等の実質を重視して判定しなければならず、抽象的な規定のみで個別的
判定をすることは不可能に近い7」と考えられていることから、法人税基本通達 7-8-1 における例示が
判断基準の一つとして用いられており、その内容は、「（1）は物理的な付加費用、（2）は用途変更
等の改造改装費用、（3）は質的改良費用を意味している8」ものである。 
 
 修繕費の意義 ２.
修繕費の意義については、「法人税関係法令においては、修繕費の意義を積極的に規定したものは
ない。（中略）令第 132 条において資本的支出の意義を示しているので、この反対解釈として消極的
に把握するほかはない9」と考えられているため、資本的支出についての意義及び例示並びに法人税基
本通達 7-8-2 の文理的解釈等からその範囲が明らかとなる。 
法人税基本通達 7-8-2 では、法人がその有する固定資産の修理、改良等のために支出した金額のう
ち当該固定資産の通常の維持管理のため、又はき損した固定資産につきその原状を回復するために要
したと認められる部分の金額が修繕費となる（法基通 7-8-2）とした上で、その例示を示している。 
 
 法人税基本通達に定める区分 ３.
政令に定める意義により区分判断を行う方法を実質判定といい、「実質判定は、固定資産の維持費
及び補修費の一部を修繕費とし、修繕費とした補修費以外の補修費、改良費及び増設費を資本的支出
とする判定方法をいう10。」ものである。しかし、実務においてこの方法による判定は困難である場
合が多く、法人税基本通達 7-8-1 及び 7-8-2 の例示のほか、金額や支出の周期等を基準として区分判
断する方法を認めている。 
 少額又は周期の短いもの （１）
 法人税基本通達 7-8-3 では、金額を基準とする場合には、その一の修理、改良等のために要した費
用の額が 20 万円に満たない場合はその全額が一時に損金の額に算入されるものとしている。この 20
万円未満の判定の単位は、一の計画に基づき同一の固定資産について行う修理、改良等とあるため、
基本的に個々の資産ごとに要した支出額が 20万円未満であるかどうかにより判定が行われる。また、
短周期に支出される場合には、おおむね 3 年以内の周期により修理、改良等が行われる場合に、その
                                                          
7 山本、前掲書（註 3）587 頁。 
8 小島多計司『資本的支出と修繕費』第 5 版（中央経済社 1985 年）7 頁。 
9 山本、前掲書（註 3）588 頁。 
10 宮野、前掲書（註 1）23 頁。 
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ために要した金額の損金算入を認めている。これは、「短期間を周期として定期的に支出される費用
については、耐用年数の延長に関係なく、一種の維持費用と考えられ、期間計算にあまり大きな影響
を及ぼさない11」と考えられているためである。 
 
 形式基準による場合 （２）
 法人税基本通達 7-8-4 では、区分不明な金額のうち、60 万円未満又は前期末取得価額の 10％相当
額以下であるものについては修繕費として扱うことを認めている。 
区分不明な金額とは、「支出費用全体を指しているのではなく、区分不明の部分のみを指している12。」
ものであることから、支出額のうち政令及び通達の例示により区分し得るものを除いた後の残額につ
いて、本通達の内容と照らし合わせることとなる。また、前期末取得価額とは、「当初の取得価額に
前期までの資本的支出の額を加算した金額であり、また除却部分があればそれを控除した金額であり、
（中略）圧縮記帳の適用を受けた固定資産の取得価額は、圧縮後の金額となる13」ため、必ずしも固
定資産の取得に要した費用の額によりあらわされるものではない。 
 
 継続処理を行う場合の特例 （３）
 法人税基本通達 7-8-5 では、継続適用を要件として区分不明である金額の 30％相当額又は前期末取
得価額の 10％相当額のいずれか少ない金額を修繕費とし、残額を資本的支出として扱うことを認めて
いる。 
継続適用が要件とされるのは、「一の修理・改良等の費用の金額の判定について、ある年度は実質
判定を、ある年度はこの形式基準の割合の適用をという区分は恣意性が入る関係上、認めないという
趣旨とされている14」ものであるが、この方法は、資産の種類等ごとに選定を行うことが認められる
ものと考えられている。これは、「同じような資産については、同じような修理、改良等の費用の支
出が考えられるので、こういうものを想定した上で、実質的判定によるか、この 7・3 の区分方式に
よるかを企業に判断させようという意味である15」ためである。ここまでの通達の区分方法をまとめ
ると、次頁のような判定図16となる。 
  
                                                          
11 山本、前掲書（註 3）591 頁。 
12 金子秀夫『資本的支出・修繕費 法人税実務シリーズ』第 3 版補訂版（中央経済社 2010 年）78 頁。 
13 武田昌輔編著『DHC 会社税務釈義』第 4 巻（第一法規）2363 頁。 
14 泉水一「事例による通達の解説 資本的支出と修繕費の区分については形式基準によってもできる（基通
7-8-3,4,5）」『税務事例』第 26 巻第 4 号（財経詳報社 1994 年）51 頁。 
15 武田、前掲書（註 13）2364 頁。 
16 山本、前掲書（註 3）594 頁を参照。同旨（小池、54 頁）、（吉村、97 頁）、（根岸、142 頁）、（影山、180
頁）。なお、次頁の判定図は、これらの文献を参考に筆者が作成したものである。また、表中の割合区分とは、こ
れらの文献における表現を使用したものである。 
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 災害等の場合 （４）
 法人税基本通達 7-8-6 では、被災資産に係る原状回復費のほか、被災前には施されていなかった補
強のために要した金額についても修繕費として扱うことを認めており、この他に区分不明である部分
の金額がある場合には、30％相当額を修繕費とし、それ以外の金額を資本的支出とする処理を認めて
いる。 
補強工事等についても修繕費とされるのは、「同規模の地震又は余震の発生を想定し被災資産の崩
壊等の被害を防止するためのものであるなど、被災資産の被害前の効用を維持するために行われるも
のであることから、資本的支出の概念である使用可能期間の延長やその資産の価値を増加させるもの
と必ずしも断定できないものが多いと考えられる17。」ためであり、「原状回復費用と、被災資産の
補強・排水・土砂崩れ防止等の費用を修繕費として除いた残額について、30％を修繕費、70％を資本
的支出とする特例計算を認めることとなった18。」ことで、区分が不明であるものについてはその 30％
相当額を修繕費とする処理が認められている。 
 
 ソフトウェア （５）
 法人税基本通達 7-8-6 の 2 では、ソフトウェアについての資本的支出に関する規定について定めて
いる。ソフトウェアのプログラム修正等をするために支出した金額については、新たな機能の追加又
はソフトウェアの改良及び強化の性質を有するものは、その価値を増加させる資本的支出に該当し、
バグ取りや機能の障害の除去などは、その効用を維持させるものであるため、修繕費として損金算入
されるとしている。 
 
 機能復旧補償金の取得による固定資産の取得または改良 （６）
 法人税基本通達 7-8-7 では、固定資産の使用開始後に障害が生じた場合において、その原因を生じ
させた者から得た補償金により資産の取得又は改良を行ったときは、補償金のうち、その取得又は改
良ために支出したと認められる部分の金額に相当する金額は、修繕費等として損金の額に算入するこ
とを認めている。 
これは、「法人が電波障害等で補償金を受領した場合には、受領金額については益金として課税さ
れる。また、この障害を取り除くべく電波塔等を設立した場合には、固定資産の取得に該当する。受
領金も課税されたのでは、本来の目的である障害等の除去に使用する金額が減少してしまう19」こと
から、物理的な付加などの資本的支出に該当する支出であっても、修繕費として認めることで、これ
に要した金額相当額につき結果的に課税を生じさせないようにしているものである。  
                                                          
17 小原、前掲書（註 5）635 頁。 
18 金子、前掲書（註 12）36 頁。 
19 神津信一「特集 今しておきたい資本的支出・修繕費の再点検―修繕費の事例と実務処理」『税務弘報』第 50
巻第 7 号（中央経済社 2002 年）36 頁。 
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 地盤沈下による防潮堤・防波堤・防水提等 （７）
 法人税基本通達 7-8-8 では、地盤が沈下したことにより、既にある防波堤等の積上げ工事を行った
場合の積上げ部分については、その支出金額を一時の損金に算入せず、本体と同様の耐用年数による
減価償却を行わないこととしている。 
この場合は、積上げ部分を別個の減価償却資産とした上で、耐用年数の適用等に関する取扱通達
2-3-23 に定める方法により減価償却を行うことができるとされており、その耐用年数は次の算式によ
りあらわされる。 
（算式） 
耐用年数＝
積上げ工事により積上げた高さ
積上げ工事完成前 5年間における地盤沈下の 1年当たりの平均沈下高
 
 
 耐用年数を経過した減価償却資産 （８）
 法人税基本通達 7-8-9 は、既に耐用年数が経過した資産に対する資本的支出について留意的に定め
たものであり、「すでに耐用年数が経過したものでも、当該資産の使用可能期間が直ちに終了したと
考えるのではなく、資本的支出と修繕費の区分については、一般の場合の区分の原則に従って判定す
ることを確認的に定めたのである20。」としている。 
 
 損壊した賃借資産にかかるもの （９）
法人税基本通達 7-8-10 では、損壊した賃借資産について支出した金額がある場合について、当該賃
借資産の原状回復のための補修を行い、その補修のために要した費用を修繕費として経理する扱いを
認めている。 
 
 耐用年数との関係 ４.
耐用年数は、「原則として通常考えられる維持補修を加える場合において、その固定資産の本来の
用途・用法により現に通常予定される効果をあげることができる年数、すなわち通常の効用持続年数
であるとされている21」ものであり、「固定資産の通常の効用持続年数とは、その固定資産の骨格的
な構成部分（自動車ならエンジン、テレビならブラウン管、電気冷蔵庫・電気掃除機ならモーター等）
の通常の効用持続年数、つまりその本来の用途用法により現に通常予定された効果を挙げることがで
きる年数を意味するものとみられ、しかも効用持続は、その固定資産の従属的構成部分の持続的補修
（物理的もしくは化学的取替）を前提にしたものとみられる。そこで、この骨格的な構成部分の取替
                                                          
20 渡辺充「減価償却制度 資本的支出と修繕費」『日税研論集』第 5 号（日本税務研究センター 1987 年）196
頁。 
21 岸田光正「資本的支出と修繕費をどう区分するか 第 1 特集 法人税重要項目と実務対応」『税務弘報』第 52
巻第 6 号（中央経済社 2004 年）24 頁。 
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は、いずれにせよ資本的支出になることはいうまでもない22。」と考えられていることから、固定資
産の部品のうち、骨格的構成部分の交換であれば資本的支出、従属的構成部分の交換であれば修繕費
であると考えられるため、いずれかにより扱われるかによって、その区分判断を行うことができるも
のと考えられる。 
 
II. 沿革 
 資本的支出の制度は、昭和 24 年に「戦災その他の災害により滅失または毀損した建物機械等に対
する修繕費の取扱」（昭和 24 年国直法 1-12）の通達が発遣されたことに始まり、「これは、修繕費
の定義を示した最初のものであると同時に、現行法人税基本通達のいわば原型をなすものである23」
としている。 
ただし、「シャウプ使節団日本税制勧告書」においては、「資本的性質を有する個人及び法人の多
くの支出項目の控除を適正に統制する方策は進歩していないように思われる。（中略）一般的にいっ
て資産を修繕する支出は、それが資産の耐用年数を延長するような場合には、資本的支出とされねば
ならぬ。また一般的にいってそれが耐用年数を延長しないならば、営業経費として取り扱われるべき
である24。」としており、この内容は昭和 25 年の税制改正に全面的に反映された。資本的支出につい
ても旧法人税法施行規則第 10 条の 2 にその意義が定められ、「『法人税基本通達』では、232～244
の 13 項目にわたって資本的支出・修繕費の取扱いが示された25。」この旧法人税法施行規則第 10 条
の 2 の内容については、昭和 40 年の所得税法及び法人税法の全面改正により法人税法施行令が政令
97 として施行されたことに伴い、現行の法人税法施行令第 132 条に引き継がれている。 
昭和 41 年の企業会計審議会において、「税法と企業会計との調整に関する意見書」が公表された
が、この中において、「資本的支出と修繕費との区分は現実には極めて困難な場合が多く、税務官庁
と企業との問に、この区分の事実認定について多くの争いを生ぜしめている。この問題の解決方法と
しては、たとえば、税法に資本的支出と修繕費の区分に関する詳細な具体的基準を設けることが考え
られる。しかし、資本的支出と修繕費の現実の発生の形態は極めて多様であるので、どのような具体
的基準を設けたとしても、画一的基準の弊が伴うことは免れ得ない。要するに、資本的支出か修繕費
かの区分は、企業の適正な判断に基づく事実の認定にゆだねるべき性格のものであるので、その区分
がおのずから明らかな支出は別として、その他の区分しがたい支出については、企業があらかじめ定
めた合理的な基準を継続的に適用して区分を行なっている場合には、税務上これを認めることとする
                                                          
22 小山威倫「税務上の資本的支出と収益的支出の区分についての考察（1）」『広島経済大学経済研究論集』第 12
巻第 1 号（広島経済大学経済学会 1989 年）63 頁。 
23 渡辺、前掲書（註 20）182 頁。 
24 全国青色申告会総連合『シャウプ使節団日本税制勧告書〈日本語訳〉』（全国青色申告会総連合 2000 年）71
頁。 
25 金子、前掲書（註 12） 11 頁。 
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ことが望ましい26。」とする内容がある。この意見書については、「税法意見書は、まず課税所得の
計算に当たり会計方法の選択の自主性を主張するのである27。」と考えられており、上記の批判を反
映する形で、昭和 44 年に通達の改正が行われた。この際、昭和 25 年通達については、あまりに当然
の定めをしているに過ぎないため、当該通達の制定に伴い廃止されている28。 
昭和 48 年の通達改正においては、形式基準による区分を認める個別通達が設けられた。これは、
その支出の性質にかかわらず 10 万円未満のものは修繕費とすることができ、区分不明のものは 30 万
円又は前期末取得価額の 10％相当額のいずれか少ない金額を修繕費とすることができる等、その性質
によらず金額の多寡による区分判断を認めるものであった。これは、「福岡国税局がその管内に限り
納税者と税務当局とのアグリーメントにより資本的支出と修繕費の形式的な区分を認めたことに端を
発し、全国的に取扱いを統一して欲しいという要望に応えたものであるが、この 30 万円という金額
は福岡方式によるものである29。」 
当該通達は、昭和 55 年に行われた通達改正により昭和 44 年の法人税基本通達と一本化され、平成
元年の改正では少額又は周期の短いもの及び区分不明である場合の限度額である 10万円および 30万
円が、それぞれ 20 万円および 60 万円に引き上げられた。 
近年においては、平成 19 年度の減価償却制度の改正に伴い、資本的支出の扱いが大きく変わるこ
ととなったほか、平成 29 年度の通達改正により、法人税基本通達 7-8-10 として損壊した賃借資産等
にかかる修繕費の規定が追加され、現在の制度に至っている。 
 
III. 区分判断が問題点となった裁決例 
冒頭でも述べた通り、資本的支出と修繕費の現実の発生の形態は極めて多様であり、その事実認定
については、納税者と税務署との間でその判断が異なる場合が生じることから、税務調査においても
重要調査事項となっている。 
ここでは、実際に納税者と税務署との間で事実認定が争点となった以下の 3 点の裁決例に触れ、次
章 1.（３）において具体的に問題となっている部分を検討していく。 
 
 昭和 59年 12月 25日裁決30 １.
 請求人がバックホー（自走式作業用機械設備）の走行用モーターの取替えに要した費用を全額修繕
費に計上したことについて、原処分庁が主要部品の取替えであり資本的支出とした更正処分を不服と
                                                          
26 大蔵省企業会計審議会「税法と企業会計との調整に関する意見書」『企業会計』第 18 巻第 11 号（中央経済社 昭
和 41 年）141-142 頁。 
27 武田昌輔「税法と企業会計との調整に関する意見書について」『企業会計』第 18 巻第 11 号（中央経済社 1966
年）117 頁。 
28 武田昌輔監修『DHC コンメンタール法人税法』（第一法規）3750 頁を参照。 
29 武田昌輔『法人税法の解釈 立法趣旨』平成 10 年度版（財経詳報社 1998 年）165 頁。 
30 昭和 59 年 12 月 25 日裁決 TAINS コード J28-2-05 
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して、その処分の全部取消しを求めたものである。 
原処分庁は、「その主要部品の取替えにより使用可能期間を延長したものであるから、修繕費とは
ならない。」としているが、請求人は、「通常の使用に基づく部品の交換であって、本件支出により
本件バックホーの使用可能期間を延長させ、若しくはその資産の価額を増加させるものではない。」
と主張していた。 
これについて審判所は「当該取り替えられたモーターは、従前のモーターと同一の性能のものであ
ることが認められ、本件バックホーがこのモーターの取替えによってその使用可能期間を延長させ若
しくはその資産の価額を増加せしめるものとは認められないから、本件支出金は、これを全部修繕費
として損金の額に算入するのが相当である。」と判断している。本裁決においては、主要部品の取替
えであるから資本的支出であるという原処分庁の主張から、固定資産の耐用年数の算定方式から区分
の判断を行ったものと考えられる。 
 
 平成元年 10月 6日裁決31 ２.
請求人がアパート外壁の塗り替え及び接着剤の注入等に要した費用を全額修繕費として処理したと
ころ、原処分庁がアパート全体についてこれを強固なものとしている等の理由から、その 70％相当額
を資本的支出とした更正処分を不服として全部取消しを求めたものである。 
原処分庁は、「アパートの屋上及び外壁の一部の剥離した部分の補修ばかりでなく、アパート全体
について溶液を注入し、これを強固なものとしている（中略）取得時には行われていなかった防水塗
装工事が含まれている」としたが、請求人は、「アパートの外壁及び屋上の表面が剥離したことに伴
い、その破損部分を取り替えるとともに、剥離しそうな部分に接着剤を注入するなどした補修工事で
ある。」と主張していた。 
これについて審判所は、資本的支出の意義について触れた上で、「この資本的支出と修繕費の区分
は、支出金額の多寡によるのではなく、その実質によって判定することと解される。」とし、これに
基づいた判断を行うものとしている。また、これら外壁塗り替え工事及び接着剤の壁面への注入工事
については、「建物の通常の維持又は管理に必要な修繕そのものかその範ちゅうに属するものである
から、これらに要した費用は修繕費とするのが相当である。（中略）本件補修工事等に係る金額は、
その全額を修繕費と認めるのが相当である。」と判断している。本裁決は、接着剤の注入が壁面の剥
離の進行を防止するためのものであり、建物の維持の性質を有するものであると思われるが、税務署
は、アパート全体について接着剤を注入しこれを強化していること及び取得時に施されていなかった
防水塗装工事がなされていることから、耐久性及びその価値の増加があったものとして資本的支出で
あると判断しているものである。 
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 平成 13年 9月 20日裁決32 ３.
 請求人はその保有する 3 棟の建物について雨漏りが生じていたため、A（本社倉庫）についてはカ
ラートタンで屋根を覆い被せる工事（屋根カバー工法）、B（流通センター）及び C（ビル）につい
ては陸屋根の上に鉄骨を組み、アルミトタンで屋根を葺く工事（折板屋根工事）を行い、これらに要
した費用を全額修繕費に計上したが、これについて原処分庁が原状回復のために支出した費用とは認
められず資本的支出であるとした更正処分を不服とし、その全部取消しを求めたものである。 
原処分庁は、A に係る工事について、「本社倉庫の主要な部分である屋根の材質を全面的に変更し
たものである。」とし、B 及び C に係る工事については、それぞれ陸屋根の上に鉄骨を組みアルミト
タン及びカラー鉄板で屋根を葺いた工事であるとした。 
請求人は、A に係る工事について、「本社倉庫に係る本件工事は、同建物の鉄骨造スレート葺きの
屋根の雨漏りが 20 ヶ所以上になったため、同屋根をカラートタンでカバーしたものである。」とし、
B 及び C に係る工事については、「同建物が陸屋根構造のため雨漏り場所の特定ができず、全面的な
工事でなければ雨漏りを防止できない」ため、それぞれアルミトタン及びカラー鉄板で屋根を葺いた
ものであると主張していた。 
これについて審判所は、A に係る工事に要した支出が修繕費とされなかったことについて、「耐用
年数の到来が近い屋根を新たにカラートタンで覆う工事は、屋根の耐用年数を延長する工事と認めら
れ」、修繕費に該当しないものであるとし、B 及び C については、「流通センター及びビルに係る工
事は応急的に行われたものであり、この工法が雨漏りを防ぐ一番安価な方法であったことが認められ、
（中略）請求人が施工した陸屋根全体を覆う防水工事は、建物の維持管理のための措置であったと認
められる。」としている。 
本裁決において、A については個別に損傷部分を把握しているにもかかわらず、敢えて既存の屋根
上に新たに屋根を葺く方法によっていることから、効用を維持するための補修とは言えない33ものと
考えられている。B 及び C については修繕費として認められているが、これはその構造上、完全に修
復することは困難な構造のものであり、雨漏りを防ぐ一番安価な方法であると認められる方法により
応急的に工事が行われており、仮に当該工事を行わなかった場合には、漏水により当初予定の建物使
用可能期間が短縮されることになると予測されたため、その効用維持のためには必要な措置であった
と認められることから、修繕費とされたものと思われる。これについては、「資本的支出か修繕費か
の区分を、価値増加分又は使用可能期間延長分だけで判断する税務上の取扱いは単純すぎる34。」と
いう意見もある。 
                                                          
32 平成 13 年 9 月 20 日裁決 TAINS コード F0-2-119 
33 佐久間一郎「防水工事・屋根工事 特集 消費税 8％前駆込み工事が急増！ そのビル工事費用は修繕費か資本
的支出か／2」『税経通信』第 69 巻第 2 号（税務経理協会 2014 年）70 頁を参照。 
34 山本守之「資本的支出と修繕費の区分 法人税事例の検討」『税務事例』第 43 巻第 10 号（財経詳報社 2011
年）47 頁。 
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IV.  区分判断及び規定の解釈に係る問題点 
 ここでは、現状分析を行った上で、事実認定に係る問題及び通達に定める区分に係る問題について
検討を行っていく。 
 
 現状分析 １.
事実認定についての問題点について検討するため、現状の区分に関する認識、前掲の意見書及び区
分判断についての企業会計との関係性、裁決例並びに現在の政策面についてそれぞれ確認していく。 
 区分に関する認識 （１）
資本的支出と修繕費の区分については、「修繕費と資本的支出の区分は、会計学上も最も困難な問
題の一つである。一つの方式として減価償却資産の取得後、その減価償却資産について支出される金
額はすべて資本的支出であるとするものがあり、逆にこれらの支出はすべて修繕費とするものもある。
そのこと自体が、資本的支出と修繕費は絶対的に区分しうるのではなく、相対的なものであることを
示している35。」と考えられており、各通達による例示及び形式基準が定められたとしても、これに
よって区分の問題が解決するものではないことが窺える。 
また、区分不明である部分ついて形式基準等を適用することで、容易にその判断ができるものであ
るが、「形式基準のみで判断することは適当ではないので、さらに実情に即応する弾力的な取扱いが
必要であろう36。」と考えられていることから、これは区分の問題を解決するものではなく、支出ご
とにその性質から判断されるべきであるものと考えられる。 
つまり、資本的支出であるか修繕費であるかの事実認定は、いかに実情を把握した上で両者の区分
判断がなされており、納税者によるそれがどこまで認められるべきであるかということになると考え
られる。 
 
 企業会計との関係性についての検討 （２）
会計と税務の関係について、「①一定の支出または損失の損金算入については損金経理が要件とさ
れているため、租税会計が法人会計に影響を及ぼすことが少なくないこと、➁企業会計の基準の明確
でない問題について、租税の世界で形成された基準が企業会計に及ぼす例が少なくないこと、の 2 つ
の理由から、実際には逆基準現象とも呼ぶべき現象が生ずることが少なくない37。」と考えられてお
り、「企業会計原則においては、資本的支出と修繕費との区分に関する規定を特に設けられていない38。」
また、前掲の税法と企業会計との調整に関する意見書においては、「その他の区分しがたい支出につ
いては、企業があらかじめ定めた合理的な基準を継続的に適用して区分を行なっている場合には、税
                                                          
35 武田、前掲書（註 29）161 頁。 
36 武田、同書 166 頁。 
37 金子宏『租税法 法律学講座双書』第二十一版（弘文堂 2016 年）321-322 頁。 
38 中村忠、成松洋一『税務会計の基礎―企業会計と法人税―』（税務経理協会 1998 年）180 頁。 
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務上これを認めることとすることが望ましい｡」としていることから、税務の側から損金とされる金額
の範囲を定めることで、会計処理の段階において納税者にその区分判断の具体的な基準を示すことが
できるものと思われる。 
 
 裁決例についての検討 （３）
前章において挙げた 3 つの裁決例から、それぞれ両者の区分に係る問題点について触れていきたい
と思う。 
昭和 59 年 12 月 25 日裁決における審判所の判断では、走行用モーターについて、「バックホーの
主要部品には当たらない補助部品のうちの一部取替えであることを明らかにしている39。」税務署の
判断は、その資産の性質を加味せずに、機械装置の一駆動部分が取り替えられたことから、形式的に
主要部分の取替えであると判断したのではないかと思われるため、主要部分が工事作業に係る部分で
あったことを把握している納税者による判断を尊重すべきものであったものと思われる。 
平成元年 10 月 6 日裁決では、資本的支出と修繕費の区分は支出金額の多寡によるのではなく、そ
の実質によって判定すべきであるとしており、本裁決においてもその実質から判断が行われている。
これによれば、外壁の塗り替え及び接着剤の注入は、アパートの通常の維持または管理に必要な修繕
に属するものとしている。税務署の判断は、通常の部品の取替えに要する費用を超える部分を資本的
支出とする考え方を形式的に当てはめた結果、このような判断に至ったと考えられ、実質的な判断に
ついては、その資産の状況について詳細に把握できる納税者及び施工業者等による判断を尊重すべき
であったものと思われる。 
平成 13 年 9 月 20 日裁決については、「資本的支出を使用可能期間の延長分と価値増加分という単
純な規定で振り分けている税法規定をそのまま受け取ることは適正とは言えない。どのような工事で
あっても、（修繕費となるような）、多少の価値増加分や使用可能期間延長分はあるのであり、実務
上は税務の基準をそのまま適用するわけにはいかない40。」とする意見があり、本裁決は、他に修繕
の方法がない等その資産の性質等を考慮せずに判断した結果、異なる材質の部品が使用されたことで
耐久性及び価値の増加があったものと判断されたものと考えられる。 
これら事実認定が問題となった裁決例から、税務署においては各種規定の形式的な判断が行われて
おり、現状は企業による事実認定が十分に尊重されていない状態であると考えられる。 
 
 現状の政策の動向 （４）
現在、国としては中小企業41の設備投資を促進させる政策を進めている。税制改正大綱では、「あ
                                                          
39 金子、前掲書（註 12）190 頁。 
40 山本守之『裁決事例（全部取消）による役員給与・寄付金・交際費・貸倒れ・資本的支出と修繕費―こうして
私は税務当局に勝った！―』（財経詳報社 平成 26 年）159 頁。 
41 中小企業庁の資料中での中小企業とは、中小企業基本法第 2 条第 1 項に基づく「中小企業者」をいう。これは、
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らゆる政策を総動員してアベノミクスを一層加速する中で、中小企業者の『攻めの投資』を後押しす
るとともに、（中略）中小企業が行う生産性の向上につながる設備投資への支援を拡充する42。」と
あり、中小企業の設備投資の積極的支援により、経済の活性化を促す政策が実行されていることがわ
かる。また、中小企業庁の資料では、「設備投資額の推移を見ると、（中略）足下では大企業、中小
企業ともにやや増加傾向にある(第 10 1-1-11 図)。（中略）足下では中小企業の設備投資がやや増加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
傾向にあるため、老朽化の度合いが緩やかになっているものの、中小企業と大企業の設備年齢が同水
準であった 1990 年と比較すると、大企業で 1.5 倍、中小企業 2.0 倍と、特に中小企業で設備の老朽
化が進んでいることが分かる(第 1-1-12 図)。43」とし、「中小企業・小規模事業者が発展を目指すた 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                                  
資本金又は常時雇用する従業員数について、製造業、建設業、運輸業その他の業種（卸売業、サービス業及び小売
業を除く）では、3 憶円以下又は 300 人以下のもの、卸売業では 1 億円以下又は 100 人以下のもの、サービス業
では 5,000 万円以下又は 100 人以下のもの及び小売業では 5,000 万円以下又は 50 人以下のものをいう。 
42 自由民主党「平成 29 年度 税制改正大綱」（平成 28 年）8-9 頁。
https://jimin.ncss.nifty.com/pdf/news/policy/133810_1.pdf（アクセス日：2018.1.19） 
43 中小企業庁、『2017 年度版 中小企業白書』（平成 29 年）13 頁。
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf（アクセス日：
2018.1.19） 
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めには、これらの課題に向き合い、設備の老朽化を解消するための設備投資、売上高の伸び悩みを解
決するための海外も含めた新規需要の開拓への取組が必要である44。」としている。実際、2016 年度
の中小企業の設備投資の目的別内訳においては、既存建物・設備機器等の維持・補修・更新を目的と
するものが 31.9％で最多となっており45、今後は老朽化した設備の維持・補修及び更新を中心に設備
投資が行われていくものと考えられるが、現在の優遇規定の対象となるのは新規取得資産であり、既
存資産に対する資本的支出は対象となっておらず、政策実行上、このような状況を考慮すべきである
と思われる。 
 
 事実認定に係る問題点 ２.
資本的支出と修繕費の区分は相対的なものであり、区分基準を設ける方法によるよりも、その支出
ごとに実質から判断すべきであり、また、会計における具体的な規定がないことから、税務の側から
その扱いを示すことが重要であると思われる。また、政策面においては、中小企業の積極的な設備投
資の促進による経済の活性化を図っており、今後の中小企業の設備投資は維持、補修及び更新を目的
とするものを中心に行われると考えられるものの、現在の制度では資本的支出についてはその対象と
なっておらず、また、裁決例からは、本来修繕費とされるべきものについても、形式的な区分判断か
ら資本的支出として判断されている現状が見受けられる状況であることが分かる。 
資本的支出と修繕費の区分については、「事実の認定に当たって、どの程度の厳密性をもって、こ
の問題を取り扱うかの問題となろう46。」と考えられており、また、「資本的支出の区分に関しては、
ある程度の弾力性を認めるべきである。（中略）利益操作に陥らない限り、企業が定めた内部基準に
よることを認めてもよいのではないか47。」とする意見もある。つまり、企業の事実認定にいかに厳
密に対処し又は許容していくかが問題であると考えられ、その事実認定については、企業による判断
を認める弾力性を持った判断によるべきであると考えることができる。 
また、本稿第 2 章において引用した「税法と企業会計との調整に関する意見書」においても、「資
本的支出と修繕費の現実の発生の形態は極めて多様であるので、どのような具体的基準を設けたとし
ても、画一的基準の弊が伴うことは免れ得ない。要するに、資本的支出か修繕費かの区分は、企業の
適正な判断に基づく事実の認定にゆだねるべき性格のものであるので、その区分がおのずから明らか
な支出は別として、その他の区分しがたい支出については、企業があらかじめ定めた合理的な基準を
継続的に適用して区分を行なっている場合には、税務上これを認めることとすることが望ましい｡」と
                                                          
44 中小企業庁、同資料 19 頁。 
45 中小企業庁、『中小企業実態基本調査 確報』平成 28 年度版（2017 年）158 頁を参照。
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&tstat=000001019842&cycle=7&tclass1=00
0001104315&tclass2=000001104316&stat_infid=000031604889&second2=1（アクセス日：2018.1.19） 
46 武田、前掲書（註 29）166 頁。 
47 木島裕子「資本的支出と修繕費―耐用年数から考える―」『守之会論文集』創刊号（日本税務研究センター 1992
年）105-106 頁。 
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ある事から、その区分が明らかでないものにつき、企業の判断による事実認定により修繕費として費
用計上された金額については、合理的な基準を継続的に適用して区分を行なっている場合には、これ
を積極的に損金として認めていくべきであると考えられる。 
また、現状の政策についても、設備投資が行われた場合にその早期償却を認めるなど、損金算入額
を増加させる方法に依っていることから、企業の修繕費計上を認めることで、老朽化した設備の維持、
補修及び更新という形で設備投資が行われ、結果として現在の政策に貢献することとなるとも考えら
れることから、現在の政策の目的達成にも資するものであるのではないかと考えられる。 
 
 その他の問題点 ３.
 形式基準の金額の見直し （１）
 法人税基本通達 7-8-3 及び 4 に定める少額又は周期の短いもの及び形式基準による区分による場合
の基準となる金額について、「形式基準も年月が経過すれば現状にそぐわなくなってくるのは当然で
あり、金額基準については先に 30 万円であったものが 60 万円に改正されたが、画一的な対応ではカ
バーしきれなくなっており、より弾力的な運用が要求されるであろう48。」と言われており、このほ
か、「金額基準などは、その時々の物価水準に応じて適切に見直していく必要があろう49。」とする
意見がある。また金額については、「企業を取り巻く経済的状況や修繕に対する社会的コンセンサス
は、形式基準は 100 万円程度の金額でも妥当性を有するものと要求していると考えられる50。」と考
えられていることから、金額基準に定める金額を増加させるべきではないかと思われる。 
 
 修繕費の概念の整理 （２）
修繕費とされる費用の一つとして復旧費があるが、武田氏は、「復旧は旧資産に代る資産を取得す
ることをいうのであって、廃棄法を採るべきである51。」と述べており、また、「法基通 7-8-2 では、
建物の移えい費、移築費は修繕費に含まれるとしている。しかし、これらの費用は果たして本来の修
繕費に該当するかどうかは疑問である、すなわち、当該支出は固定資産の取得価額に算入されないだ
けであり、その本質を修繕費の概念で捉えることは修繕費の範囲の混乱を招くだけである。この点が
最も強調されているのが、法基通 7-8-7 である52」とする意見がある。法人税基本通達 7-8-7 の定めに
ついては、機能復旧補償金をもって資産を取得することから、圧縮記帳の方法によるべきであるとす
る意見がある。 
武田氏は、「この場合の修繕費というのは、いわば圧縮記帳を認めようとする趣旨であって、これ
                                                          
48 木島、同書 99-100 頁。 
49 成松洋一『法人税セミナー―法人税の理論と実務の論点―』三訂版（税務経理協会 2004 年）168, 169 頁。 
50 渡辺、前掲書（註 20）199 頁。 
51 武田昌輔「資本的支出と修繕費の基本的考え方 特集 資本的支出と修繕費の実務検討」『税務弘報』第 32 巻
第 1 号（中央経済社 1984 年）35 頁。 
52 渡辺、前掲書（註 20）196-197 頁。 
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が直ちに修繕費とすべきかどうかは問題であろう。つまり、その補償金を取得したということと、そ
の固定資産の現状回復（原文ママ）のために支出したこととは、異なるものだからである53。」と述
べているが、小原氏は、「損害賠償金の圧縮記帳は、滅失した固定資産について代替資産を取得する
場合の問題であって、これを修繕費の概念で処理することは到底無理である。両者の違いはそのよう
な点に存すると理解すべきであろう54。」としている。これらに対して渡辺氏は、「法 47 条の『固定
資産の滅失又は損壊』という文理解釈の問題は、機能低下は機能の滅失に相当するという実質的解釈
論も成り立つし、また、立法論的にも通達における規定よりは法律段階における規定のほうがより的
確な問題処理であると考える。さらに、補償金等を受けるということと、固定資産の原状を回復させ
るということは別個の問題であり、かりに補償金等を受けないで修理・改良等が行われた場合、ある
いは補償金の範囲を超えて固定資産を取得した場合には、実務上は修繕費として取り扱われないこと
になる。つまりこの場合は、機能復旧という『原状回復』のための固定資産の取得は、資本的支出に
該当することになり、修繕費の概念規定と矛盾することになる55。」としているなど、当該通達の内
容については検討を要するものであると思われる。 
 
 問題点に対する対策 ４.
ここまで、本章２.において事実認定に係る問題点について検討するとともに、３.において形式基
準の金額について見直しを要すると考えられる点及び法人税基本通達についても、検討を要するもの
がある点についても述べた。これらの問題点については、筆者は次のように考えるものである。 
（1）資本的支出と修繕費の事実認定については、両者の区分は相対的なものであり、区 
分基準を設ける方法によるよりも、その支出ごとに実質から判断すべきものである。その事実の認定
にあたっては、どの程度の厳密性をもってこの問題を取扱うかが問題であり、これについては、利益
操作に陥らない限り、企業が定めた内部基準による判断を認めてもよいのではないかとする意見及び
税法と企業会計との調整に関する意見書における、企業による事実認定を認めていくべきであるとし
ていたものについて、筆者は賛同するものである。つまり、企業の判断による事実認定により修繕費
として費用計上された金額について、企業があらかじめ定めた合理的な基準による区分を行なってい
る場合には、これを積極的に損金として認めていくべきであると考えるものである。 
（2）形式基準の金額については、その時々の物価水準に応じて適切に見直していく必要 
があるとする意見があり、筆者は基本的にこれに賛同するものである。しかし現状では、「設備投資
は、企業収益や業況感が改善するなかで、緩やかな増加基調にある。（中略）物価面では、消費者物
価（除く生鮮食品、以下同じ）の前年比は、0％台後半となっている。予想物価上昇率は、弱含みの
                                                          
53 武田、前掲書（註 51）35 頁。 
54 小原、前掲書（註 5）639 頁。 
55 渡辺、前掲書（註 20）197 頁。 
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局面が続いている56。」として、物価の上昇が見込めない状況であることから、筆者は、物価が伸び
悩んでいるといわれている現状において、むしろ形式基準の金額の見直しを行うことで、より設備投
資を行いやすい環境を整えることで、物価上昇のための政策達成に資することができるものと考える
ものである。また、租税特別措置法における規定など、政策的配慮から設けられた制度もある事から、
物価上昇及び設備投資の促進の政策を掲げる現状においては、積極的に税制から制度の見直しを行っ
ていくことが必要ではないかと思われ、租税特別措置法による場合には、時限立法として法整備を行
う方法も考えられるものと思われる。 
（3）租税特別措置法の定めによる場合には、一定金額の限度を設け、これに達するまでの金額の損
金算入を認める方法によってもよいものと思われる。例えば、交際費等の損金不算入について定めた
規定があるが、ここでは、中小法人については、法人が支出した交際費等の額のうち、定額控除限度
額である年 800 万円を超える部分の金額を損金不算入額とすることができる旨を定めており（措法 61
の 4）、このような方法を認めることも、一つの方法であるのではないかと筆者は考える。 
（4）修繕費の概念の整理において、法人税基本通達 7-8-7 に定める機能復旧補償金を受けた場合つい
て、その制度の内容について検討を要するものとしたが、筆者はこれについて、文献から以下のよう
に考えるものである。 
渡辺氏は機能低下が機能の滅失に相当するという実質的解釈論が成り立つとしているが、圧縮記帳
の対象とされている固定資産について、滅失又は損壊の場合には、その復旧に当たって廃棄法（除却
法）の処理によるべきであるという武田氏の主張を考慮すると、機能復旧すべき場合に固定資産の修
理、改良等のために支出する金額は、いわば復旧費として捉えることができる。これを廃棄法（除却
法）の方法によるべきであるとするならば、この場合には旧資産の除却及び新たな資産の取得として
扱われるべきであるものと考えられる。 
また、補償金相当額を限度として、その機能復旧に要した金額相当額を修繕費として認める現行の
規定の趣旨を鑑みると、補償金相当額までの復旧に要した金額相当額について益金不算入となるよう、
新たに取得した資産につき、同額又は取得に要した費用の額についての損金算入を認める方法による
ことの方が、より実情に適した扱いになるのではないだろうか。よって、機能復旧補償金の取得によ
り固定資産の取得又は、改良等が行われた場合には、圧縮記帳の制度の適用によるべきであると思わ
れる。 
 
 
 
                                                          
56 日本銀行『経済・物価情勢の展望』（2017 年）2 頁。http://www.boj.or.jp/mopo/outlook/gor1710b.pdf（アク
セス日：2018.1.19） 
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むすびにかえて 
資本的支出と修繕費の区分は、かねてから問題となっている論点の一つである。既存の固定資産に
ついて支出される維持費、補修費、改良費及び増設費等の支出について、その区分は固定資産の通常
の効用の維持及び原状回復を目的とした修繕費と、使用可能期間の延長及び価値の増加の性質を有す
る資本的支出としてそれぞれ認識することで、前者を期間費用として損金算入し、後者は資産計上を
行った上で減価償却を通じて各事業年度に損金算入が行われる。この区分について、現実の支出の性
格は多様であり、各規程等によってもその判断は難しい性格のものである。そのため、その判断は納
税者及びその有する固定資産についての状況が多種多様であることから一律の規定により区分可能な
ものであるとは言い難く、実質的な固定資産の使用可能期間の延長又は価値の増加の効果が期待でき
るかは、各納税者の状況によると言わざるを得ない。 
税務の側から、区分し難いものについて納税者の事実認定による判断を尊重する姿勢を明確にする
ことは、各種規定に掲げる例示等からその判断材料を与えることにより、より実態に即した区分が行
われることで、事実認定についての問題の解消に向かうことが期待できるのではないだろうか。また、
本稿で触れた各種の問題点の動向並びに判例及び裁決例については、同制度の今後の動きに注視して
いきたい。 
なお、本稿においては触れられなかった海外における資本的支出と修繕費に関する諸制度並びに判
例等57についての考察は、今後の課題としたい。 
以上。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
57 海外における資本的支出と修繕費の制度及び判例については、以下の文献が参考となると思われる。小池和彰
「Accounting&Legal Mind 資本的支出と修繕費の判例解釈」『税経通信』第 56 巻第 8 号(税務経理協会 2001 年)、
（小池、（註 2））、（渡辺、（註 21））。 
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